
みどりのまちづくりセンター

開室時間【平日】9：00～17：00

※土曜・日曜・祝日、および12月29日

～1月3日は休室します

景 観 協 定 の ご 案 内

地域で取り組む

景観まちづくり

景観協定とは

一定区域内の土地所有者等の全員の合意により締結さ

れる「良好な景観の形成に関する協定」のことで、景観

法により定められています。

　住民の皆さんが自ら地域の実情に応じて、より良い景

観の維持・増進を図るためのルールをつくることができ

ます。

練馬区 都市整備部 都市計画課

景観まちづくりのルール

　景観まちづくりに関係するルールには、住民同士の紳士協定から法令等に基づく法的な拘束力をも
つものまで、様々なものがあります。

　景観協定に関する内容や申請に必要な申請書
の書式（景観協定認可申請書 [ 第 24 号様式 ]）
は、練馬区のホームページ（景観条例）から確認、
ダウンロードができます。

ご相談・お問合せ先

公益財団法人 練馬区環境まちづくり公社（景観整備機構）
　　　　　　 みどりのまちづくりセンター
住所　練馬区豊玉北５丁目 29 番８号 練馬センタービル３階
電話・FAX　03 (3993) 5451〈直通〉　　E-mail　keikan@nerimachi.jp
ＨＰ　https://nerima-keikan.jp/

[ 申請窓口 ] 練馬区 都市整備部 都市計画課 都市計画担当係

緑地協定
都市緑地法に基づき、緑地の
保全や緑化に関する協定を締
結します。

地区計画
都市計画法に基づき、それぞ
れの区域の特性にふさわしい
良好な環境の各街区を整備し
保全するために、建築物の形
態、公共施設の配置などを定
める都市計画です。

建築協定
建築基準法に基づき、より細
やかな建築物の基準に関する
協定を締結します。

景観まちなみ協定
練馬区景観条例に基づき、自分た
ちでルール（約束事）を決めて「ね
りま」らしいまちなみづくりに取
り組む制度です。３軒から始める
ことができます。

総合型地区まちづくり
練馬区まちづくり条例に基づき、
身近な地区を単位とした住民によ
る主体的なまちづくりが進められ
るよう、建築その他土地利用等に
関するルールや基準等を定める制
度です。

施設管理型地区まちづくり
練馬区まちづくり条例に基づき、
住民主体の地区のまちづくりが進
められるよう、公園、緑地などの
施設について、地区住民や利用者
が主体となった管理・利用に関す
る事項を定める制度です。

景観協定の申請について

URL：https://www.city.nerima.tokyo.jp/kusei/machi/keikan/keikan-jourei.html

景観まちなみ協定

総合型地区まちづくり
施設管理型地区まちづくり
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景観協定でできること
● 景観法に基づき、景観協定区域内の良好な景観の形成に関する事項を定めることができます。
　 （土地の区域、良好な景観の形成に必要なもの、協定の有効期間、違反した場合の措置など）
● 建築物、工作物、樹林地、緑化、屋外広告物等の景観に関するものについて、必要な事項を幅広
　 く定めることができます。
● 協定に合意をした土地所有者等が移転等により代わった場合、協定は継承されます。

協定を締結するには
● 景観協定区域を設定し、土地所有者等全員の合意を得ること
　 （合意をしていない人に協定の効力は発生しません） 
● 景観協定の内容が景観法第 83条第１項に該当すること
● 区長の認可を得ること

協定で定める事項　
⑴ 景観協定の目的となる土地の区域
⑵ 良好な景観の形成のために必要なもの
⑶ 景観協定の有効期間
⑷ 景観協定に違反した場合の措置

申請について
「景観協定認可申請書（第 24 号様式）」
に必要書類一式を添えて、区に提出しま
す。申請後は区で内容の審査、公告、関
係人の縦覧（２週間）の手続があります。

◎ 詳しくは右ページをご覧ください。

景観協定導入の流れ

協定が認可されたら
運営委員会を設立するなどして、協定を締結した皆さんで景観協定のルールを運営していきます。
※ 景観協定で定めた事項に変更があるとき、または協定を廃止するときは、区長の認可が必要です。

申請に必要な書類
⑴  景観協定認可申請書（第 24号様式）
⑵  添付書類一式（ア～カ）
　ア 案内図
　イ 区域を示す図面
　ウ 協定書の写し
　エ 土地所有者等全員の住所・氏名および権利の種類、
　　 合意を証する書類
　オ 代表者を証する書類
　カ 区域内の区民等への説明に係る報告書

協定を申請できる人
● 区内にある、まとまった土地の所有者および借地権を持つ人
● 土地の所有者が一人の場合でも景観協定を定めることができます（一人協定）。
　 ※例：分譲を予定した住宅地の開発等

※左記⑴～⑷のほか、景観協定区域隣接地（将来的
　に景観協定区域の一部になることが望ましい土地）
　を定めることができます。

・建築物の形態意匠に関する基準
・ 建築物の敷地、位置、規模、構造、用途又は建築設    
   備に関する基準
・工作物の位置、規模、構造、用途又は形態意匠に関
   する基準

・樹林地、草地等の保全又は緑化に関すること
・ 屋外広告物の表示又は屋外広告物を掲出する      
   物件の設置に関する基準
・農用地の保全又は利用に関すること
・その他良好な景観の形成に関すること

定めることが可能な項目

協定の内容を考える

協定書の作成

土地所有者等全員の合意

認可の申請
<必要な書類>  
  ・景観協定認可申請書 ★様式あり
  ・景観協定書の写しを含む添付
     書類一式

関係人による意見書の提出
※土地所有者等が２名以上の場合

認可決定等通知書の受領

協定の運営
（運営委員会の設立）

事前相談

受付

内容の審査

公告・縦覧
  関係人の縦覧（２週間）

※ 土地所有者等が２名以上の場合

公告・縦覧

内容や運営に関する相談
↓

協定書案の確認

申請者 練馬区（都市計画課）

認可

協定書案の作成

景観協定の効力発生 

※ただし、一人協定の場合は、認可の日から起算して３年以内に２人以上の土地所有者ができた
　日からになります。


